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京 阪 神 大 都 市 圏 の 三 極 構 造  

小 森 星 児

は 'じめに

昭和53年10月に改訂された第3 次近幾圏盤備基本計I面では，はじめて地域的特性が大きくとりあ 

げられ，それぞれの地域ごとに課題や整傭目標が示されることになった。昭和40 |̂1の第1次計画で 

は大都市の過密の弊害と地域格差の是正という問題提起はあったものの，たとえぱ大都市地域につ 

いては阪神旣成工業地帯と京阪神近郊といったとらえ方にとどまっていた。昭和46年の第2 次計® 
では，首都圏の平面的なひろがりにたいし河川，山系に分断された近幾圏の特色をのべ，都市の整 

倘についても第1 次計画の大都市という抽象的な表現から，京都 • 大阪 . 神戸め3 大都市のかかわ 

りについて論じられるようになった。それが今回の改訂では，近幾圏全体を区分した4 つの地域の 

ひとつに京阪神大都市地域を位置づけたうえで，この地域が東京とならぶ全国的中枢としての役割 

を今後も発ぽできるよう整備をすすめるとのべている。さらに，この地域の健全な諸活動を支える 

ために，大阪 ‘ 京都♦神戸の大都市を中核とする多核的な地域構造へと再編成することを目標のひ 

とつにかかげた。この場合，産業配置の方向として都心部を中枢管理機能やこれを支えるサービス 

機能を中心に業務商業地区として純化させることが重視されている。 -
しかし，この計画では3 つの核をもつ京阪神大都市圏の特色が指摘されているものの，その相互 

の関係や将来の機能分担の方向についてはほとんど触れられていない。これには3 大都市の都市づ 

くりの目標調整が必要であり，その困難さは理解できる。しかし京阪神大都市圏が世界でもまれな 

都市システムをもち，大都市圈の過密ととめどない外延的拡大にたいしてそれが柔軟で適応力に富 

む回答となりうる可能性を無視しているようにみえるのは残念である。

それはともかく，現在この大都市圓で生じている変化は，このような特色をむしろ杏定する方向 

に進んでいるように思われる。小稿では，まず京都と神戸の2 つの都市がどちらかというと独立的 

な準大都市圏を形成する兆候を示していることを指摘し，つぎに神戸における都心的業務機能の性 

格をアンケート調奄の分析を通じて明らかにするとともに，京阪神大都市圏のなかでの今後の役割 

について考察したい。
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多核的都市パターンの特色

京阪神大都市圏は，わが国第2 の人口集中地域であるばかりでなく，世界的にみても人口規模で 

は東京* 横浜大都市圏（1970年センサス人口 2,346万人）， ニューヨーク.北来ニュージャージー大 

都市圏（19ア0年センサス人口i ,e i8万人）につぐ第3 位の地位り970年センサス人口1 ,497万人）を占め 

ている。しかも1975年のセンサスによれぱ，京阪神大都市園の人口は1,635万人に増加しているう 

えに，その後も大都市圏全体としては人口成長がつづいているので，人口増加が停滞的なニューヨ 

ーク，北東ニュージャージー大鄙市圏を規模の点では恐らく凌駕しているものと思われる。

ここで用いた京阪神大都市国の大まかな
表 1 せ界の大都市園の人口（1970ギ）

単位：千人

1 東京一横浜 1970(C) 23,457
2 New Y ork- Northeastern New Jersey 1970(C) 16,179
3 大阪一思都一神尸 1970(C) 14,974
4 London 1971(C) 12,037
5 Rhine-Ruhr 1970(C) 10,924
6 M oscow 1970(C) 10,718
7 Los A ngeles-A naheim -  San Bernadino 1970(C) 9,593
8 Paris 1968(E ) 8,850
9 Buenos A ires 1968(E ) 8,600

10 Calcutta 1968(E ) 7,900
1 1 上海 1968(E ) 7,800
12 .Chic^ago-N orthw estern Indiana 1970(C) 7,612
13 M exico City 1970(C) 7,314
1 4 名古屋 1970(C) 6,634
15 Sao Paulo 1968(E ) 6,600
16 Rio de Janeiro 1968(E ) 6,100
17 Cairo 1968(E ) 5,900
18 Bombay 1968(E) 5,650
19 Philadelphia-T renton- W ilm ington 1970(C) 5,621
2 0 北京 1968(E ) 4,750
21 DetroU-W indsor 1970(C) 4,423
22 Leningrad 1968(E) 4,350
23 Seoul 1968(E ) 4,175
24 San Francisco-O akland- San Jose 1970(C) 4,175
25 Randstad Holland 1970(C) 4,088
出所.：Peter Hall, The World C ities 2nd ed.(1977) ,日

本のデータをセンサスで袖正。（Cニセンサス，E=：推定）

範回は，北は京都市，東は滋貧県の湖東地 

区と奈_^県の北部および三重県の上野•名 

張，南は大阪府全域と和歌山県の橋本，西 

は姬路に及ぶ広大な地域で，新大阪釈を中 

心にはぽ半径60キロのゾーンがはぽこれに 

相当し，その総面積は1万平方キロに達す 

る。この大都市圏を画定するに当り，総理 

府統il•局が用いた基準は，大阪，京都，神 

戸の3 つの「中心市J への通勤，通学者数 

が各市町村の人口の1.5%以上であり，か 

つこれらが連接していることが条件になぅ 

ている。このような基準は世界的にも広く 

大都市圏の範囲を圃定する際に適用され， 

大都市閱の国際比較を可能にしているが， 

同様な方法を用いて世界の大都市のランキ 

ングを示したP , ホールによると，人口400 
方以上の大都市圏は1970年当時，世界に24 
存在していたという（ま1 )。もちろん，こ 

のうちの多くは巨大国の政治上または経済 

上の"if都であるが,なかにはアメリカのよ 

うに6 つも含まれている国もある。アメリ 

力以外でこのリストに2 つの都市が含まれ
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る国は，日本のはかソ連• 中国.インド，プヲジルに過ぎず, 西ョ一口ッバにはこれに_該当する国 

はひとつもない。なお，元の表からもれているが，総理府統計局の定義によると，中京大都市圏 

(1970年セソサス人ロ663万人）がここに含まれるはずであるので追加した。

ととろで，このような巨大都市圏をいろいろな観点から分類することは興味深い。このような試 

みによって大都TfJ圏の間に規模だけでなく，位置，形態や機能，あるいは成長段階に応じた類似点 

や相違点を見出すことができるが，ことでは都市システムという角庇に服定して比較したい。都市 

システムという概念自体，なお検討すぺきあい★いさをはらんでいるが，ここでは単純に大都市圏 

内部における中心地の配置パターンと機能的相互関係を含む都市網の組織としてとらえておく。

一般に，大都市圏は中心に核をもつ同心円的構造をもつことはよく知られているが，ここに拳げ 

た巨大都市圏についても，そのことは基本的には当てはまる。しかし，少なくとも3つの顕著な例 

外が認められる◊ ライン，ルール大都市圏，ランドシュタット（アムスチルダム， ロッチルダム, デ 

ン• ハ- グ）大都市圏，それに京阪神大都市圏の3大都市圏は3つ，あるいはそれ以上の核を有す 

る点で明らかにより複雑なパターンをもつ。もっとも，この3大都市圏は，いずれも多核的都市バ 

ターンをもつということ以外に，あまり共通性がないことは注意すべき点である。人口規模におい 

ても，約1,500方の京阪神大都市圏と約1,100方のライン，ルール大都市商が巨人クラスであるとす 

れぱ，400万をわずかに越えるにすぎないランドシュタット環状都市圏ははるかに小さい（ただし， 

I976年のセスサス人口は539.3万人)。 もっとも全国人口に占める割合からみると， この順位は逆:転す 

る。ランドシュタットにはオランダ全人ロの30%が集tjdしていて，これはいかなる大都市圈よりも 

高い。ぽ能的にみても，政治，経済，文化などの多くの面で首都性がもっとも高いのはランドシュ 

タッ卜であり，ライン*ル'-ルは大都市圏というより中規模都市の群生する巨大工業地帯という性 

格がむしろ濃い。また内陸に位置する点でもライン，ルールは他の2 つと異なる。

多核的都市パターンの形態においても，この3つの大都市圏には顕著な相違がみられる。 3つの 

核の規模が比較的類似し，どちらかというと閉鎖的，自己完結的都市圏を形成しながらゆるい速合 

都市地域をつくっているのがランドシュタットであるとすると，京阪神大都市圏の場合ほ，大都市 

の大阪と準大都市ともいうべき京都• 神戸の間には規模や地域形成力め面でかなりの開きがある。 

とれにたいし，ライン，ルール大都市旧の中核であるインナールールでは， ドイツ都市の固有の特 

質である郊外の田圃地帯が住宅や工場，その他の都市的施設によって埋めつくされ，きわめて密度 

の高い市街地が連している。もちろん，インナールールの外側にはボン，ケルン, デ^_ッセルド 

ルフなど比較的独立性の高い都市がライン河岸に一定の蹈離を置いて分布しているが，デュイスプ 

ルグ, ゴ•ッセン, ボダフル, ドルトムントなどが東西40キロ, 甫北20キロの範四に密集し総人口600 

万に近いインナルールでは他の大都市圏の核ではみられない現象が観察されている。平均通勤跟 

離が極めて短いことがそのひとつの例で，これは地域内における職場の分散が進んでいることを意
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味しており，都心に向う通勤の長跟離化が問題になっている一般の大都市と大いに異なる点である.

2 京阪神大都市圏の構造変化
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不十分ながら，以上で京阪神大都市國の特異なバターンが世界的にみてもユニークなものである’ 
ことが示されたと思われるので，ことではつぎに大阪，京都.神戸の3つの中心都市の機能を比較 

してみたい。 3つの中心都市をもつ点では同じであるが，视摸的にもかなり结抗した3都市が鼎立 

しているオランダのランドシュタットの場合, アムステルダムが商業. 金融，ロッテルダムが貿 

易 ，港湾，ハーグが政治• 行政と中心都市相互の機能的専門特化がきわめて顕著である力;，京阪神 

の場合はそれほど明瞭でない。

ここで，京阪神大都市圏の特色を示すため，東京と横浜の関係と，大阪と京都，神戸との関係の 

違いについて糊れておこうC；京阪神大都市圏が特異なパターンであると独調するのであれぱ，東京 

と横浜の関係もそれに近いのではないかという疑問が生じるからである。それに答える意味で，昭 

和50年国勢調査をもとに，いま通勤流動の面に注目して商大都市圏の中心都市間の結びつきの相違 

を調べてみると，横浜市の場合，常住就業者（夜間人口）の35.0%が市外に流出し，そのおよそ3 

分の2 に近い21.7 %が東京都区部に向っていることがわかる。これにたいし，京都市の場合は，市 

外通勤流出率は9.2 % , 神戸市の場合でも15,3 %にすぎず，しかも常住就業者のうち大阪市に向う 

割合は，それぞれ3.4 % と6,5%とにとどまる。通勤に関するがぎり，横浜にくらべて京都，神戸の 

両市がかなりま己完結的であり，しかも大都市圏の首都への依存度が小さいこと力';,この結果から 

明らかである.0
つぎに，大阪，京都，神戸の機能的享門特化の状況をぎ業所統計をもとに示してみたい。ここで， 

も従業者数を比較の基藤とする。ただし,京都と神戸の両市では従業地による就業人ロのうち市外 

から流入する割合は，それぞれ17.4 %と19.6 %にとどまるのにたいし，大阪の場合,昼間就業人口 

のほぽ2 分の1 にill?当する112,6万人が市外からの流入者である。したがって，行政上の市域を用 

いるこの3市の比較は，必ずしも奨態を適切に示すとはいえないことを最初に措摘しておかねばな 

らない。しかし，事業所のかにも大まかに分けると，常住人口に比例して分布する業種と，都心 

および特定の立地条件を備えた地区に集中する傾向のある業種があり，ここでは主として後者に着 

目するので，行政上の市域填位の統計を用いることで大きな不都合は生じないものと思われる。

表 2 ほ，大阪市にくらベて，京都，神戸の兩市がとくに高い集中を示す業種をとりだしたもので 

ある0 資料は昭和事業所統計の産業中分類別従業者数であり，従業者総数では，大版を100と 
すると京都29.2,神戸27.2といずれも3割弱である。このまには大阪より従業者数で上回る業®, 
および0.5〜1.0倍の値を示す業種をそれぞれとりだして示した。まず大阪を上回るものとして，京
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京阪神大都市圏の三極構造

表2 大阪市にくらべ特化している業種（産業中分類）

京 都 市 神 戸 市

大阪市より従業者数が多い 

業種（中分類）

F20 (嫌維）

F37 (精密機械）
L90 (宗教）

L93 (学術研究機関）

F28 (ゴム)
F36 (輸送機械）
J63 (水運）

J 66 (運輸付帯サービス）

大阪市の従業者数の 
0.5〜1.0倍の業糖（中分類）

J 6 1 (道路旅客運送） 
K 71(ガス供給）
L75 (旅能）

L84 (協同組合）
L88 (医療）

L 9 1 (教育）

F 3 1 (鉄鋼）

J65 (倉域）

L84 (協同組合）
L90 (宗教）

L93 (学術研究後関） 

L98 (地方公務員）.
都では製造業のうち「繊維工業」と 「精密機械器具」，およびサービス業のうち[宗教」と r学術 

研究機関J の4業種，神戸では製造業のうちrゴム製品J と r輸送機械J , 運輸業のうち r水運J 
と 「運輸付帯サービスJ の同じく 4 業種が挙げられる。同様に，0.5〜1*0倍の範19にあるものとし 

て，京都では「道路旅客運送」など6 業種が，神戸では「鉄鋼業」など同じく 6 業種が举げられる。 

このうち両方に共通するのは「学術研究機関J と 「協同組合」，「宗教J の3業種にすぎず，これは, 
この種の活動が大阪にもともと少ないことが原因だと推定される。それ以外の業種に関しては，京 

都と神戸の機能上の特色が反映されていると考えられるが，分化の程度は3都市がそれぞれ独gjの 

機能を果しつつ速合しているとみる一般的通念からいうと，予想よりも小さいと言わざるをえない。 

とくに製造業や運輸業のように立地条件に規定されて分布が偏在的な産業はともかく，機能的分化 

を敏感に反映すると思われるサービス業において，京都や神戸の特色があまり顕著でない。

表3 大阪市にくらべ特化している業種（サービス業小分類）

京 都 市 神 戸 市

大阪市より従業者が多い 

業種（小分類）

L91* (■立教育機関）

L914 (私* 高等教IT機関） 
L93*=!=([g公立学術研究機関） 

L931(私立自然科学研究機関）

L86**(国公立その他の事業サービス） 

L91* (国立教言機関）

L931(私立自然科学研究機関）

大阪市の従業者数の0.5〜 
1.0倍の業種（小分類）

L 86** (@公立その他の事業サ 
一ビス）

L87**(ffl公立専.門サービス） 

L914 (私立高等教育機関） 

L943 (私立学術文化®体）

* jOfe業中分類のうち経営組織が国のもの。
林産業中分類のうち経営組織が国，地方公共団体，公共企業体のもの。

その原因のひとつは産業中分類を用いた/^にあると思われるので，つぎに産業小分類のうち対事 

業所サービス業と文化教育関遮サービス業をとりだして，同様の手順で3都市を比較した結果をま 

3にホす。ただし事業所統計の小分類デ一タは国，公立機関の記載を欠くので，原デ-^タには若干
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の修正が加えられている。

上記2 つのサービス活動のうち，大阪市より従業者が多い業種（小分類）は，京都市の場合，「国 

立教育機関（主として国立大学)J, r私立高等教ぎ機関J, r国公立学術研究機関」および「私立き然 

科学研究i l 関J であり，ここでは明らかに大学，研究所などの相対的優位がうかがえる。神戸の場 

合は，「国公立のその他のぎ業サービスJ のはかは京都と同じく r®立教育機関J, 「私立自然科学 

研究機関J がこれに含まれる。また0.5〜1.0倍のグループには，京都で r国公立のその他の事業所 

サービス」1業種だけが，神戸では r国公立の専門サービスJ ほか2 業種がある。これら事業所サ 

一ビスは，京都の場合，学術 • 文化の研究に，神戸の場合は港湾機能の集積に関連があると考えら 

れ，学術機能は京都，港湾機能は神戸という常識を裹付ける以上の証拠は見出し難い。

以上は京阪神3大都市における事業所の従業員の配置の相違をとりあげたものであるが，ま業所 

の活励は企業の組織の一環としてとらえることが必要であろう。このような観点から，つぎに，3 
大都市相互の導^̂業所閩のつながりをみるために， 3 大都市のどれかに本社を置く企業が他の2 大都 

市に配置している事業所の従業者数を調べることにしたい。なお，昭和53年の事業所統計会社企 

業編が未刊なので，前回の昭和50年のデータを用い，さらに東京（区部）の数値もあわせて示した 

(ま4 )。たとえば大阪市の場合，複数企業（本所と支所のある企業）の従業者の総数は約190万人で, 
このうち大阪市内の事業所で就業しているのは本所勤務の56.4万人，市内支所勤務の19‘4方人の 

合わせて75.8万人となっている。また東京（区部）支所にほ16.3万人，京都支所に2.5万人，神戸支 

所に2,7方人が配置されている。一方，大阪市内にある支所f e うち東京本社企業の支所には22.9万 

人，京都本社企業では6 千人，神戸本社企ぎでは1 .2 万人が就業している。

r三H3学会雑誌j 73巻2号 （1980年4月）

表 4 4 大都市の本所別従業者数（全産業）
単位：1,000人

本社の 支 所 の 従 業 者

従業者 東京(区部) 京都市 大阪市 神戸市 京阪神 
大都市圓 全 国

本
東京(区部) 1,485.7 779.9 29.8 228.7 48.1 505.7 4,546.2

社
の 京都市 115.2 11.9 35.4 6.0 0.6 64.9 105.9
所
在

大阪ホ 564.3 162.8 25.0 193.9 27.2 581.6 1,332.8
地 神戸市 121.7 18.5 0 .4 12.5 66.8 143.7 261.2

資料ポ業所統計会社企業編（昭和50年）

表 4 は2 つの與味深い事実を明らかにしている。第 1 は京都と神戸の関係の稀薄さで，相互の支 

所の就業者は377人 （京都支所）と564人 （神戸支所）にすぎない。たとえぱ神戸の場合，京都支所の 

就業者は大阪支所就業者の3 .0 % ,娘京ま所の2 .0% という规模で，京都本社の神戸支所でも大賦支 

所の4 , 7 % ,東京支所の9 .3 % にとどまる。もちろん支所のなかには工場が含まれるから，支斬の
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京阪神大都市圓の三極構追

規模を従業者数だけで判断できないが，この数字だけでも大阪や東京との結びつきにくらべて京都 

= 神戸の結びつきがいかに弱いか明らかであろう。このことは，京阪神大都市圈の構造が3 大都市 

の相互依存的システム，パターン的にいうと三角形の関係にあるのではなく，京都.神戸がそれぞ 

れ大阪に従属するサプシステムの頂点にあるという階層的バターンの存在を予測させる。

この点については後にさらに触れるとして，ここで指摘できる第2 の興味ある事実は，京都およ 

び神戸に本社をおく: 業の束京との結びつきの強さという点にある。表 4 に示していないが，支所 

数でみると，京都本社企業の大阪支所は263であるのにたいし，東京支所は506と2 倍近く，*従業者 

数でも大阪の6 千人にたいし東京では1 .2万人となっている。神戸本社企業の東京支所の数は577, 
従業者総数は1.8方人とさらに大きい。他方，京都と神戸に所在するそれぞれの事業所のうち，東 

京本社企業と大阪本社企業に属するものを示すと，京都市内では762と7 2 7 ,神戸市内では1 ,080と 
985と僅かの差であるが東京本社企業の方が多く，従業者数でみると京都では東京本社企業は3.0万 

人，大阪本社企業は2 .5万人，神戸ではそれぞれ4.8万人と2.7万人と，東京本社企業のゥユイトは 

さらに高くなる。

京都と神戸に立地する企業の活動にみられるこのような東京への傾斜は，京阪神大都市圏が全国 

中枢である東京を頂点とする都市システムと，地域中枢である大阪を頂点とする都市システムとの 

二重構造からなっていることを示唆する。このような経済.産業の分野における東京の影響力の優 

越は政治や行政の分碌では一層顕著であり，社会や文化の領域においても京都，神戸は大阪を経由 

しないで東京と直接結びついているように思われる。

3 3 大都市における中枢管理機能

中枢管理機能の都市間格差については，すでに多くの論者が指摘している。たとえば経済的機能, 
行政的機能，文イヒ• 社会的機能の3 つの領域について主要62都ホの指標を示した国土庁計画調整局 

(三弁情報開発）の試算はその代表的なものであるが，総合的機能の得点によると，東京，大阪.名 

古屋 • 礼幌 • 福岡まではっきりした序列があり，そのつぎに，横浜，京都♦神戸 • 広島の4 市がは 

ぽ一線に横ならびしていることが知られる（ま5) ◊もちろん，領域ごとに若干の順位の変動があ 

り，たとえば京都は文化，社会的機能で4 位であるが経済的機能では10位，逆に経済的機能で6 位 

の神戸は行政機能では9 位になっている。

しかし各種のデータを総合し指徵(匕する方法は，絶対的尺度が求めにくいこの種の比較で採用し 

ないわけにはいかないが，数字の意味するものがあいまいになるのは止むをえない。また長期にわ 

たる比較がデータの制約やクユイト付けの变化などの要因で難しいととも問題のひとつである。そ 

こで，ここでは視点をまえて全国の上場会社の本社，支店の都市-別配置状況をもとに，京都と神戸
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炎料：日本経済新fi'fj社 r会社ギ燈J 昭和53ギ版。

図 1 は，主耍15都市における全111証券取引所上場企業1 ,7 1 7社の本社，支店の分プ[?を示したも

りである0 支店は営業所などを含むが，駐在員事務所や営業倉庫などの名称をもつものは除き，も

らろん工場は含まれていない。また本社にま:店が併置されている場合，同一都市に2 つ以上の支店

ある場合はいずれも1支店として計上されている<vこの図によると，本社支店の合計では束京へ

り集中がもっとも高く，大阪 . 名—お屋がこれに次ぐことが知られる。そのつぎに位するのは札幌♦
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表 5 主要都市の中枢管理機能指標（昭和50年）

中 枢 管 理 機 能 指 標

経 済 行 政 社 会 ，文化 総， 合

東 京 都 区 部 41.34 45.00 39.01 41.78
大 阪 15.53 5.93 10.82 10.76
名 古 屋 5.72 4.35 4.96 5.01
礼 幌 2.32 3.85 3.11 3.09
福 岡 2.72 2.56 3.25 2.84
広 鳥 2.03 3.40 1.72 2.38
仙 台 1.64 3.20 2.05 2.30
京 都 1.67 0.94 4.16 2.25
横 供 3.12 1.82 1.53 2.16
神 戸 2.64 1.57 2.04 2.08
資料：国土庁計画調整局 

の位置づけを試みよう。

2,000 厂

1,500

(62 都市=100)

図 1 上場企業の本社，支店配置
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仙台，広島，福岡などのいわゆる広域中心都市で，京都や神戸はこれらの都市より一段低い。もっ 

とも本社だけをとりだすと，’東京と大販に大部分が棠まぅているが，神戸 (39社) , 京都（36社）は 

本社所在都市としては名★屋につぐ第4 位と5 位の座を占める。ナことえば神戸の場合は古くからの 

酒造や海運• 倉赚などの企:業が今日でも多い。これにたいし，広域中心都市の場合，電力，ガス• 
百貨店，電鉄*地方銀行など，いわば地元フランチャイズ盤の企業の本社はあるが，市場の広がり 

が全国的な製造!^や卸売業などの本社はほとんど立地していない。

ところが支店の分布jをみると，製造業や卸売業の支店は広域中心都市に配置される傾向があるの 

にたいし，京都や神戸は大版支店の管轄になっているケースが多い。このため，支店の数では大き 

な開きが生じる。たとえば京都や神戸にある支店の数は高松よりも少なく，福岡にくらべると約3 
分の1 にすぎない。

京阪神大都市圏の三極構造

I

I

図 2 主要企業の本社，支店の配置（大正10年〜昭和52年）

正10
平

和
10
ゴ

10
パjて 10

ザ-
炎料：阿部和俊 r 経済的中枢管理機能によるH ホ主要-都ホの傲® 锁拔のま遷J 

地现学評論48-2. (1975〉による力、 I旧和52ギ分を追加した

このような傾向はいつごろから生じたのであろう力、。昭和K)年，25年，35年，52年の各年におけ 

る主耍鄙市での本社数，支店数を示した図2 によると，横浜，京都，神戸など下位6 大都市に所在 

の支店の数は戦前こそ広域中心都市を凌いでいたものの，昭和25年にすでに迫い越され，その後は 

差は意速に開いていった状況がうかがえる。一"方，本社の数も戦前には，東京*大阪についで神戸
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「三旧学会雑誌」73巻2 号 （198(Kp4月）

は第3位であり，昭和25年にもなおこの順位を維持していたから，高度成長期における地盤沈下は 

この面で顕著であったといえよう。本社の数で大阪と東京の差が拡大したのもこの時期であった。

このように高度成長期以前に神戸で本社や支店が現在にくらベて相対的に多かったのは，神 が  

海運 • 資易の中心であり，専門化した機能に特化していたこさによるものであろう。もともと，戦 

前の大企業はあまり支店をもたなかったと推察される。財閥系の企業は商社が流通部門を掌握して 

いたし，その他の大企業も軍需工業や妨績など素材供給部門に偏っていた。このため国内市場を開 

拓する目的で支店網を整備する必要も小さく，地方に支店をおくのはむしろ例外的であった0

これにたいし，高度成長期は国内市場でのシ:Cア拡大を目指して各企業が激しく争った時期であ 

り，支店経済の町とよばれる都市が各地方に形成された。大都市圏内にあって特殊な機能に専門化 

するという過程を経て成長してきた京都や神戸は, 経済的中枢管理後能の集積に関するかぎり，こ 

の段階に到達してはっきりと落伍したようにみえる。たとえば神戸や横浜の場合，情報入手や取引 

の便の面でも海運より空運の方が重要になるにつれて，商社や金融保険関係の業務も大阪や東京に 

吸収される可能性が高まり，現に大手商社や海運業の支店をみても以前にくらべると従業員は激減 

している。

そればかりではない。京都の場合は，もともと上場企業といっても地場産業的な色彩が濃厚なの 

であまり表面にはあらわれないが，神戸では本社機能の東京流出がきわめて顕著である。たとえば 

神戸を代まする大企業でも川崎製鉄は卖質上の本社機能をほとんど東京に移しているし，主要工場 

が兵県下に集中している神戸製鋼でさえ，本社機能のうち企画や経理部門は東京に，営業は東京 

と大阪に移り，わずかに人事労孩部門が市内に残っている状態である。神戸におけるこのような本 

社機能の流出過程とそめ要因については，われわれがすでに報告したのでここでは触れないが，大 

企業本社機能の東京指向は，京阪神大都市圏のなかでの神戸の大阪への依存度を弱める効果をもつ 

ことも見落せない。成田孝三は西日本の中枢としての大阪の地位が昭和40年代後半に低下をみせ， 

むしろ近幾圏の首郁としての役割が顕著になっているととを指摘したが，神戸や京都など副首都的 

な機能をもつ大都市が東京に直結する励きをみせていることは，京阪神大都市圏の基本的パターソ 

の変化を示唆しているように思われる。

4 神戸市C B Dにおける事務所機能の実態

ホワイトカラ一の集中が現代の大都市の成長の耍因であり，工場でほなく事務所の立地が大都市 

における産業構造变化のひとつの方向として极われるべきであることはもはや今日では常識となっ 

ているが，本社や支店などの営むオフィス機能の立地因子やその行動については依然として十分な 

データが準備されているとはいい難い。われわれは，すでに昭和43ギ当時の政令指走都市6 市の

——  8 6 《24 6  "



京阪神大都市圏の三極構造

C B D にな地する事務所を対象に態調态を実施したが，こめ調査.は都市間の比較を可能にした最 

初の試みであった。最近，神戸市のC B Dについてわれわれは:jij：び類似した調査を行う機会があっ 

たので，ここではその集計結果の一部を紹介し，京阪神大都市圓のなかでの神戸の立地条件を調查 

の対象になった「事務所」がどのように評仙|'しているかに焦点を合わせながら检討してみたい。

(1 ) 調査企業のプロフィール

今回の調査はC B Dに立地する従業員20人以上の事務所を対象としたが，⑧行♦証券，生命保険 

および公務は除外した。調査対象事務所380のうち有効回答は284で，0 収率は74.7%であった。回 

答のあった事務所を業種別に大別すると，もっとも多いのが港湾関係（海運♦陸運，倉]Tiなど）が90 
社で約3 分の1 を占め，ついでサービス（52社)，を産財卸（46社)，貿易（34社)，消費財卸（33社)， 

建設（29社）の順になっている（表6 )。 また本社の所在地別でほ56.3 %が神戸，26.9 % が東京，

8 .7%が大阪となっている。従業者の総数はL22,077人で1社当り81人となるが，その増加は最近5 
年間に42.8%と箸しく高い0 製造業や運輸業など，これまで神戸をささえてきた産業の雇用が石油 

危機以降大幅に減少しているのにたいし，事務所はまさに成長産業であるといっヤよかろう。

表6 神戸CBD事務所機能調査回収結果（昭和53年10月）

合 $[
規 模 別

20〜 49人 50〜 99人 100人以上

合 計 284 164 62 58
生 産 財 卸 46 29 7 10
消 費 財 卸 33 22 4 7
賀 易 34 26 6 2
サ 一 ビ ス り .,. 52 30 11 11
建 設 29 16 9 4
港 湾" 90 41 25 24
1) 对事業所サービス，電気，ガス業，損害保険，商品取引など。

2) 海運，陸上週送，愈雄，運輪付帯サービスなど。

事務所の従業者規模別にみると，さらに興味のある條(向が指摘できる。従業員100人以上の大き 

な事務所をみると，’賀爲や港湾など神戸につながりの深い業種では神戸本社企業が多数を占めるの 

にすこ、、し，生産財卸と消費財卸，すなわち大メーカーの神戸支店の場合，従業員50人以上の支所は 

すべて東京本社企業に属している。大阪本社企業は神戸にそれほど大きなま店を置く必要がないと 

いう理由もあるのかもしれないが，娘西両官r都の勢力の消長を反映するひとつの兆候だと思われ 

-る0 .
事業所の管轄区域については，前回の43年調查でもどちらかといえぱ広域的活動が弱いと指摘さ 

れていたが，今回も図3 に示すように同じ値向がうかがえる。もともと神戸本社の多い資や港湾 

，開遮の業種では市内を主たる糖轄区域とする事業所が多数を占めるのは当然として，消費財卸やサ
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r三m学会雑如73巻2 号 （1980年4 月）

' I

規模別 

20人〜49人

因 3 事務所の管糖区域 

市内 県 の も 内 ホ 'l^i：*部

50人〜99人

100人以上

合 計

厂 Y ….……•厘’̂ ^̂ ^̂ '̂̂ 〜̂‘

厂， 邏

zzmi
■
國

1
1

業Ml別 

生産財卸.

消货財卸

貿 易

サービス

建 設

港 湾

一ビスの« 合にも兵庫県:を主たる管理区域とする回答が目立つ。つまり自社製品の卸売を主とする 

メーカーのま店の場合はチリトリーが明確なことが多いし，サービス業のなかには1県 1事業所と 

配置がはじめから決っている場合もある。これにたいし建設業も生産財卸の場合，市場のひろがり 

は面的に分布するというより工場や建設現場などのように個々の地点であるのが普通で，このため 

管轄区域を広狭さまざまである。

管轄区域のなかで，もっとも関心をひくのは東京本社企業の神戸支店のうち，大阪や京都に支店 

がなく，この2大都市を管轄区域に含むケースがどの位存在するかという点であろう。もちろん， 

海運や賀息のなかにはこうした事例は少なからず見出される。しかし，上場企業クラスになると，

こうした事例はほとんどない。確認はしていないが, 京都でも事倩はおそらく大して恋らず，出版 

や繊維製品卸売など特殊な分野を除けぱ，’京都支店が大阪，神戸を管轄区域に合む例は稀であると 

思われる。

(2) eiJDに立地した理由

C B Dに事務新が集中するのは都市の中心にある位置上，交通上の利点や，取引先や同業者との
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密接なつながりを維持できるという接触の利益などが主な理由であるといわれる。前回の調查では, 
これらの理由をつぎの6 項目に整理した。

(1 インフォメーション：市場に関する知識の収集，伝達の容易さ 

業務上の交渉：フCCイストウっェイスの接触が必耍かつ有利であること 

威信：C B Dに立地していることからえられる信用.企業イメージの向上 

オフィス相互の外部経済：技術的な関連や業務支援的なサービス機能の存在 

コスト：C B D以外への立地は労働力の確保や社会資本の.盤備に必要なコストが増大する 

一般的外部経済：宜庁や文化，学術•嬉楽など各種機関の集中 

もちろん，CBD立地が不利になる条件もある。C B Dの限られたスペースをめぐる競争の激化は 

地価や貧貸料の高騰を招く原因となるし，通勤難や交通の混雑による能率の低下やコストの上昇も 

避けられないであろう。とのためCBDから分散する機能も少なくないし，かりに事業所の名称や 

所在地は同一であっても，業務の内容が10年前とはまったく異なっている場合でさえ無いわけでは 

ない。

ところで，今回の調查でも43年と同じ設問を用意したので，ある程度の比較が可能になる。ここ 

で9 つの回答胺をまとめて5 つにしぼったうえで，各企業がもっとも重要だと答えたものを前回と 

比較するとつぎのようになる。

事称所として手頃（①，②，⑨の合計） 41.5% (前回35.0%) ‘
接触の利益（③，④，⑤の合計） 28.2% m 回33.2%)
交通の便利さ（⑥） 1 3 .0 % 恤回14.6%)
将来性の期待（⑦） 6.0% (前回13.0%)
信用♦ PR効果（嫩 2.5% (前回1.9%)
これでみると回答の順位は前回と同じであるが，r事務所として手頃J という項目は10ポイントも 

上昇したのにたいし「接触の利益J や 「将来の発展の期待J を拳げる回答は5 〜7 ポイント低下し 

ている。積極的な利点をあげる回答が減った反面，手頃であるとか昔からいるといった消極的理由 

が増えたのは，安定成長時代にふさわしいといえるかもしれない。実際には10年前は事務所の急増 

期であって，設立後間もない事業所が多かったのにたいし，今回の調查対象は比較的以前からある 

ものが多いという事情も回答に影響したと思われる。

つぎに9 つの回答肢について，IT要だと思われるものから順に3 つ選んだ回答をもとにウェイト 

付けした位置選定理由を図4 に示した。因中の数字は回答総数にたいする割合で，（）内は43年の 

とれに該当する数学である。ここでは「広さ• 家賞などが手頃J とならんでr交通の便J という回 

答が多く，ここでは詳細を示す余裕がないが業別♦規模別にみてもこのパターンは変らない。

方，‘10年前に比較すると「将来の発展の期待」や 「同業者に近いJ , 「自社所有地があったJ などの

—— 89 (2 4 9 ) ——
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因 4 事務所の位置選定理由

①もともとIお社所有の土.地があった

②広さ‘設倘‘贷贷料が乎顷であった

③取引先との連絡に便利

④同系会社（親会社）に近い

⑤同業各社がこのや近に多い

⑥交通の便利がよい

⑦この場所の将来の発展が期待できる

⑧信用が増す。P R効果が高い

⑨昔からこの場所にいる

r三m学会雑誌J 73巻2号 （1980年4 月）

( ) 内は43年調在. 

4 (7 )
22 (15)

15 (17)
8 (4 ) 

7 (10)
22 (21)

6 (11)

4 ( 5 )  
4 ( 6 )

15

項目で回答が減っているのが目につく。

( 3 ) 現在地にたいする事務所の評価

C B Dに立地した事務所が，現在の場所についてどのように評価しているかを43年と53年の2 回 

にわたって調査した結果は，図5 に示す通りである。半数以上のぎ務所が「よい」とか「使利」な 

どプラスの評価を与えた項目は，「通勤」，「取引先との連絡J, 「周辺の交通事情̂J などであって， 

ク广の順位も10年前と変らない。逆にマイナスの評価が高いのは，10年前には，r事;務所の広さ」であ

m5 現在地にたいする事務所の評価

マ イ ナ ス プ ラ ス

( 1 ) 事務所の広さ

( 2 ) 取引先との連路 

( 3 ) 情報入手の利便 

( 4 ) 通勤の利便 

( 5 ) 駐取施設 

( 6 ) 厢辺の交通事IV/
( 7 ) 货货料• m m

( 8 ) この'場所の究展の見通し

( 9 ) 社内の速絡の便

40 20 0 0 20- 40 60 %
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ったが，現在では>■駐ip施設J の不足を挙げる回答がもっとも多い。それぱかりでなく， 「事務所 

の広さJ と 「通勤』を除けぱ，10年前にくらべてどの項目もマイナスの評価が少しずつではあるが. 
高くなっていることは注目される0 また，「情報入手の利使J, 「この場所の発展の見通しJ, 「社内 

の連絡の使」など事務所機能にとって特に重要だと思われる項目で，前回よりプラスの評価が減少 

していることも見逃せない変化である。その理由のひとつは，新幹線の開通，ポートプイランドの 

建設，三宫地区再開発の完成などCBDの東側での発展が目覚しく，海運，貿易.損害保険など古く 

から港湾関連のオフィス地区を形成しているCBD西側の元町地区の衰退が挙げられよう。同様に 

大阪CBDでも，その核心地区の北進傾向が明らかで，北摂および京都南部の工業化，千里一帯の 

研究学術機能の集積などを考えあわせると，京都南部= 大阪北部ニ神戸東部をつなぐ新しい京阪神 

都市軸の形成への胎動とみることも可能であろう。

京阪神大都市圓の三極構造

( 4 ) 神戸にたいする事務所の評価

この設問は43年には欠けていたので比較ができないが，神戸C B Dに立地する事務所はr住みや 

すさJ (68.7% ), r働JきやすさJ ( 5 6 .3 % ) ,「交通の便」(5 9 .5 % )を高く評価する反面，广情報の便j 
( 2 7 .0 % )の評価は他の項目にくらべ著しく低く， 「神戸の将来の榮展の見通しJ ( 4 1 .9 % )もそれほ 

ど高いとは評価していない（図6 )。とくに注目されるのは，「情報の使」がよいと答えた割合が貿易 

と港湾関連業種で20%にも達しないことで，世界最大の国際賀易港としては意外な評価であった。 

しかし，事務所が必要としているのは船舶の動静や積荷の状況についての情報でほない。現在では， 

この種の情報入手に地域的ギャップはほとんどないといってよい。しかし顧客についての情報や海 

外市場の動向についてのニュースは，より入手が困難であり，大阪や東京の方が早くて確かな情報 

を得るのに有利であると企業は感じている。このことは設問の最後の「神戸の将来の発展の見通しJ 
についての回答にも現われている。賀易と港湾の場合，平均を10ポイントはど下0 っており，これ

M6 神戸にたいする事務所の評価

よい 普通 恶ぃ

( 1 )

( 2 )

( 3 )

(4 )

( 5 )

情報の便 

働きやすさ 

交通の便

住みやすさ

神戸の将来の 
発展の見通し

27 —
■

7

‘ 56 43 1

1
60 37 4

69 31 1

1
. 42, 1 51 7|

20 40

9 1 (2 5 1 )-
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まで神戸の発展をささえてきた港湾，賀慕関連業種の神戸離れともいうべき傾向がうかがえる。こ 

とでは触れなかっすこがサ一ビス業の場合も，港湾，資易関連業種とはとんど同じ回答パターンを示 

している。

逆に r情報の使J や 「神戸の将来の発展の見通しJ について高く評価しているのは消費財卸売と 

建設業である。これは，いずれも営業地盤が局地的で，東京や大阪の事務所と直接競合することが 

少ない業種である。たとえぱ神戸に支店を置くような企業であれぱ大阪にも抛点を設置しているこ 

とは間違いないし，その場合，神戸支店の答轄区域は，神戸市あるいは兵®県などと明確に定めら 

れているのが普通である。人口と産業の大半が神戸を中心とする半径50キロ圏内に集中している兵 

庫県の場合，神戸以上に有利な場所は見当らない。

一方， 「住みやすさJ やり動きやすきJ をよいとする回答が多いのは，神戸のァメニチィの賀の 

高さが評価された結果であろう。「住みやすさJ が最高で「情報の使J が最低であると評価された 

都市の将来性については疑問が残るけれども，この結果ほ京阪神犬都ホ圏における神戸の今後の役 

割を考えるうえできわめて重要な示唆を与えるものといえよう。

(5) 京阪神大都市圏における神戸の役割

20世紀は大都市の時代であったといえる。しかしその最後の20年に大都市の嘉展の基盤は大きく 

変ろうとしている0 物的生産やその流通に代って，，報やサービスの生産や流通が大都市の主要な 

役割になると考えられている。このような都ホの「サービス」経済化は，しかし，これまでの第3 
次産業が今後も成長を持続するというだけでなく，第2 次産業もサービス産業的色彩を強め，社会 

全体の組織も転換していくことを意味しよう。

神戸もまた例外ではな神戸の経済をこれまで支えてきた港湾機能や臨海ゾ一ンの基餘工業の 

役割が以前ほどの比重を持たないことは誰の目にも明らかであるが，それではこれらに代るサービ 

ス部門がどこまでその活動をのぱすことが可能であろう力、。以上に耍約した神戸C B Dの事:務所機 

能調査を手がかりに若干の考察を試みたい。

結論を先にいうと，物的生産の物的流通の場合と異なり，神戸めサービス業が全国的にはもちろ 

ん，京阪神大都市圏のなかでも卓越した地位を保つことはかなり困難であろう。物的生産や流通に 

とって，資源，地形や位置などいわゆネ立地条件の優劣は大きな影響力をもつのにたいし，ここで 

いう都市型サ一ビス産業では[I然的®位性の制約ほ小さく，それだけに市場の規模や情報集糖の利 

益などが立地に直接影響することになろう。とくにサービス機能でも高次なものはど特定の中心に 

柴中する傾向が顕著であり，その典型がここでとりあげた事務所機能である。事務所の機能でも本 

社は東束への集中が著しく，京阪神大都市圏をカバ' - する機能は大阪に集中している。このため神 

戸における事務所機能の集糖は札幌♦仙台，広鳥，福岡などの広城中心都市にはるかに及ぱないぱ

~ …■，- 92 ( 2 5 2  ) -----
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京阪神大都市圏の三極構造

かりか，支店の数では金沢や高松のように後背地が小さく国土軸から外れている地方都HJにすら迫 

越されているのが現状である。20^fi前には，いわゆる6 大都市とそれ以下の都市の問には人 口規模 

や都市機能の面で格段の差があったが，高度成長の過程で都市の全国的配置の状況は根本的に変っ 

てきたのである。

これまで大阪や神戸の中枢管理機能がとりあげられる場合，おもに大企業の本社構の東京移転 

が問題にされてきた。たしかにこのような傾向は関西経済の地盤沈下の大きな原因であるが，地場 

産藥から全国的な規模の金業に成長する過程で生まや営業の拠点が地方的なひろがりから全国的ひ 

ろがりへと分布のパタ一ンを変えることは当然であり，むしろ問題はそうした企業の輩出がおくれ 

勝ちである点に求められるといえよう。

しかし，大阪や神戸の事務所のま-積が東京や広域中心都市にくらベて相対的に鋪化しているのは, 
大企業の本社機構流出だけに原因があるのではない0 地方の広域中心都市における中枢管理炒能の 

集中が急速に進み，西日本の中心としての京阪神大都市の地位力';低下C ているところにも原因があ 

る0 国内市場が拡大し，それぞれの地方の市場規模が一定の大きさに達すると広域中心都市の中枢 

的機能が充実し，地方経済のプロック化が進むのは必然的過程であろう。これまで東京とならんで' 
いた本社機能が東京に流出する一方，西日本一帯におよんでいた経済圏が広域中心都市の台頭によ 

って奪われた大阪*神戸の事務所機能の量的. 質的な伸びなやみは，このような都市システムの変 

表7 市民経済に占める港湾関連，依存産業（部門）の割合

項 0 前 回 調 査 （昭和41年） 今 回 調 查 （昭和48平）

実績数値 市全体に 
対する比率 実績数値 市全体に 

対する比率

港 湾 関 連 産 業
111〜 12万人 20% 6.1万人 9.9%

就業者 港 湾 依 存 産 業 6 .8万人 11.2%
■ 計 11〜 12万人 20% 12.9万人 21.1%

港 湾 関 連 産 業 725億円 16% 2,367億円 17.0%

所 得
港 湾 依 存 産 業 914億円 21% 2,995億円 21.5%
派 生 所 得 391億円 9% 1，243億円 9.0%

計 2,030廣円 46% 6,605億円 47.5%
池湾サービスの贩路構成に 
おいてクイトの高い産業

7,846億円 27.6%

生産額

港湾サービスの費用構成に 
おいてクエイトの高い産業

■ 2,785億円 36% 3,668億円 12.9%
販路構成において港湾サービス 
への役入のウ；n イトの高い産業 - 56億円 0.2%

計 2,785億円 36% 1 兆1,570爐円 40.7%
② 港 湾 依 存 産 業

海 巡 業 ， 港 運 業 , 合 W 業 等 ， 港 湾 の 存 在 を 前 提 と し て 成 り 立 っ て い る 産 業 。

贸 场 業 ， 鼓 網 業 ， 造 船 業 ， ゴ ム 製 造 業 等 ， 神 戸 地 が あ 要 な 立 地 要 因 i な っ て い る  

業 や 池 湾 部 r i と 密 接 な 取 ' ゾ I の あ る 産 業 。

③ 生 鹿 額 か ら み て ク t イ ト の 高 い 遊 業 鉄 鋼 業 -  m m ,そ の 他 製 造 業 ， 造 船 菜 等 ， 神 戸 市 地 域 ま  

業 速 閲 ま で と ら え た 産 業 。

資 料 ：神 戸 市 港 湾 局 r 神 戸 港 ‘ と 市 民 経 済 j 1 9 7 5 。 '
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化によって大まかに説明できるであろう。

もちろん，神戸には港湾というかけがえのない資産がある。1975年の調査によると，表 7 に示す 

ように市内全就業者に！̂める港湾関連および®湾依存就業者は前者が9 .9 % ,後者が11.2% におよ 

び, 市内純生産では前者が1 7 .0 % ,後者が21.5%に達するものと推計された。さらに市内純生産に 

は派生所得の9 .0%が含まれるから，合計で47 ‘ 5% が继湾機能に直接または間接に鱼っていること 

になる0 はぽ同様の手法を用いた第1 回調査（I966年）において, われわれは港湾関速，依存就業 

者の割合を2 0 % ,所得の割合を46%と推計したので，この7 年間に大きな爽化がなかったことにな 

る。これらの広い意味での港湾産業のなかには必ずしも神戸に立地する技術的，制度的必然性のな 

い業種も少なからず含まれる。われわれの懸念は，これらのうち高次の決定機能をもつ部門，情報 

指向立地を特徴とする活動が流出をしているのではないかという点にあったが，質易商社や金融， 

海上保險会社の動向をみると，神戸の比重がしだいに低下していることが認められる。

このような状況の把握が基本的に間違っていないとすれば，京阪神大都市圏における神戸の今後 

の進路の選択はおのずから限られたことになろう。つまり大企業の本社機の呼び戻しや物的生産 

，物的流通部門の強化というプログラムは，現実にははとんど実行不可能なので，なんらかの「サ 

一ビス」経済化を推進しなけれぱならないのは当然であろう0 その具体的な方向として,とりあえ 

ず次の点が考えられる。

第 1 は，港湾とその機能に結びついた産業を生かして国際化の方向をさらに推進することである。 

神戸に立地する事務所機能のうち海運や貿易に関連する業種が目立って多いことは都市としての大 

きな蓄積であり，これら諸機能とそれをささえる人材を活用することは国際都市化の重要な要素で 

ある。もちろん，いくつか問題点もあろう。上で貿易商社が神戸から撤退する現象を指摘したが， 

物流だけでなく商取引や情報入手の使まで考えると，神戸の立地上の優位性は必ずしも楽観できな 

い。また，国際化に伴うマイナスの耍素も無視できない。港湾はもともと犯罪や暴力と結びつきや 

すいうえに，移民の流入など不安定な社会構造が多くの国際都市でいろいろな摩擦や衝突をひき起 

していることは他山の石であろう0
第 2 は，多様化かつ細分化した市場に対応して成長が期待される都市型産業の強化であって，具 

体的にはこれらの生産，流通を担う中堅‘ 中小企業のぎ成が課題になる。量産品や規格化されたサ 

一ビスについては，国r t市場の分割がすでに完了したものと考えられるが，大企業の支配するこの 

独の市場とは別に専門的• 個i生的•先端的な商品やサービスについての小規模多数の市場が生まれ 

つつあると指摘されている。神戸のイメージは，この種の市場に参入する際にきわめて有利である 

といわれる。京都につ、ても同じことがあてはまるゼ、、神戸らし、、文化的風土がそめ背後にあるこ 

とは明らかであり，京阪神大都市圏のなかで独自の文化を創造していくことが産業の振與にもつな 

がると考えられる0
 ---- 94 ( 254： )•----

PドI
レ1

舊
V?
[1
m

I
；1

II
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第 3 に，今回のC B D 調までも高く評価されたr住みやすさ」， r働きやすさj を追求する方向が 

考えられる。 これらはそれII休経済活動を活性化させるものではないが，その回答の背後にある神 

戸のアメニチィの高さは将来の都市機能の充樊に有利な条件となるであろう。アメリ力の大都市の 

場合，時代おくれの都市構造や物的.社会的環境の悪化に悩む北東部の大都市から大企業の本社や 

研究開発指向型の産業が流出していることは肩知の通りである。わが国の大都市では人口分散にか 

なり進行しているものの，都市の先端的な機能の流出は大学を除けぱほとんどみられない。しかし， 

新しい産業の発展にとり，今後はビジネスクライメイトや情報産出能力とならんでアメニティが董 

祝される時代が遠からず到来するものと思われる。優れた能力を持ち，高度な訓練を受けた人材が 

アメユチィの高い地域を選ぶ倾向は，さきにのベたアメリカ大企業の大都市脱出のひとつの動機に 

なっている力' ; ,神戸にとってもこれはきわめて示唆に富むものといえよう。
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